
 

大和市協働推進会議に関する基本協定（たたき

第１ 基本的事項 

１．目的 

・ １－１ 基本協定は、大和市新しい公共を創造する市民活動推進条例の運

中心的組織として位置付けられた「大和市協働推進会議」（１４条、以下「

の運営・機能や市との関係等について定める。 
 
第１４条 この条例に基づく具体的手続や運用に関する事項その他新しい公共

関する事項を調査審議するため、協働推進会議を置く。 

２ 協働推進会議は、公開とする。 

３ 協働推進会議に関する事項は、協働の原則に基づいて別に定める。 

 
 
 
 
 

２．協働の原則 

・ ２－１ 基本協定に基づく取組みは、協働の原則（３条１項）に沿って推

 
 
 
 

第３条 市民等、事業者及び市は、相互理解を深めながら対等の関係で協力・

しい公共の創造に貢献する（以下このことを「協働の原則」という。）。 

３．基本協定について 

【締結者】 

・ ３－１ 基本協定は、推進会議代表と大和市長との間で締結する。 

【基本協定の尊重】  

・ ３－２ 基本協定は、新しい公共の創造に向けた基本ルールとして最大限

【体系】  

・ ３－３ 基本協定は、推進会議の運営、機能等に関する基本的事項を定め

・ ３－４ 基本協定の考え方に沿って、必要に応じて個別のルールを作成す
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４．公開の原則 

・ ４－１ 推進会議の運営をはじめとした基本協定に基づく具体的な取組みは、公開を

原則とする。 
・ ４－２ 個人情報の保護の視点から公開すべきでないことが制度上明らかな場合その

他公開すべきでないと判断される内容は、非公開とする。 
・ ４－３ 推進会議の運営を進めるなかで合意された事項は、基本協定・個別ルール（３

－４）において明示することを基本とする。 
 

５．成長発展するシステム 

・ ５－１ 推進会議の運営や協働事業等の条例の運用にあたっては、「成長発展するシ

ステム」を原則とする。 
・ ５－２ 基本協定・個別ルールは、１年ごとに定期的に内容の充実や見直しの検討を

行ったうえで更新する。（定期更新） 
・ ５－３ その他基本協定・個別ルールは、必要が生じた場合は、実態に即して内容の

追加・変更を行う。（随時更新） 
 
第２ 推進会議の運営に関すること 
 

６．委員 

【構成】 

・ ６－１ 委員数は  名以内とし、次の区分で構成する。 
＊ 学識経験者 ２名 
＊ 市民団体関係者   名以内 
＊ 事業者関係者   名以内 
＊ 公募市民   名以内 
＊ 市職員   名 

【任期】  

・ ※６－２－１ 委員の任期は２年とし、再任しないことを原則とする。 
・ ※６－２－２ 委員の任期は２年、最長２期までとし、半数を１期ごとに改選する。 
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【委員の選定】  

・ ６－３ 委員の選定は、推進会議において公開の場で行う。 
・ ６－４ 委員の選定に関する詳細は、別に定める。 

【１期目の特例】  

・ ６－５ １期目の委員は、大和市協働推進会議準備会の委員が就くことを原則とする。 
 

７．会議関係 

【代表】 

・ ７－１ 推進会議に、委員の互選により代表と副代表を置く。 
・ ７－２ 代表は推進会議の会務を総理し、副代表は代表を補佐する。 

【会議の方法】 

・ ７－３ 推進会議は代表が召集し、代表は会議の議長を務める。 
・ ７－４ 推進会議の議事は出席委員の過半数で決定する。賛成と反対が同数のときは、

議長が決定する。 
・ ７－５ 傍聴者は、代表が許可した場合は発言できるが、議決には参加できない。 
・ ７－６ ポストイットによる意見収集等の手法により、必要に応じて傍聴者等委員以

外の参加者の意見表明の機会を用意する。 
 

８．事務局 

・ ８－１ 推進会議の事務局は、市と市民の協働体制により担うことを基本とする。 
・ ８－２ 事務局の市民スタッフは公募等により広く募る。 
・ ８－３ 市と市民の協働体制が整うまでの間は、市が中心となって事務局を担うとと

もに、事務局業務に関する市民の参加を推進する。 
・ ８－４ 事務局に関する詳細は、別に定める。 
 

９．運営経費 

・ ９－１ 推進会議の運営に関する経費（委員謝礼、事務局経費等）は、市が負担する。 
・ ９－２ 推進会議の運営経費に関する詳細は、別に定める。  
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第３ 推進会議の機能に関すること 
 

１０．機能に関する基本事項  

・ １０－１ 推進会議は、市とともに協働事業（１２条）や提案制度（１３条）等条例

に定められた具体的な仕組みづくりに関する中心的役割を担う。 
・ １０－２ 推進会議は、協働事業や市の施策や計画等への提案などの新しい公共の創

造に関する市民や職員からの提案、市からの依頼事項、推進会議が必要と考える事項に

ついて検討し、市へ提案等を行う。 
・ １０－３ 市長は、提案された内容を検討してその結果を説明する責任を負う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（協働事業） 

第１２条 市民等、事業者及び市は、協働の原則に基づいて協働事業を行うことができる。

２ 協働事業の実施に当たっては、市民等、事業者及び市長の間で当該事業に関する基本的事項

を定めた協定を締結する。 

３ 協働事業を行おうとする市民等及び事業者は、市長に登録する。 

４ 前項の規定により行った登録は、市長が規則で定めるところにより取り消すことがで

きる。 

５ 協働事業の内容等については、協働の原則に基づいて別に定める。 

（市の施策や計画等への提案） 

第１３条 市民等は、新しい公共の創造に関する市の施策や計画等に関する意見又は協働

事業について、次条に定める協働推進会議へ提案できる。 

２ 前項の提案があった場合は、協働推進会議が公開の場での協議を行ったうえで意見書を作成

し、当該提案とともに市長へ送付する。 

３ 市長は、前項の提案及び意見書の送付を受けた場合、その内容を施策や計画等に反映

するよう検討しなければならない。 

４ 市長は、前項の検討結果に関し、説明する責任を負う。  
 

11．登録・届出関係 

・ １１－１ 市長は、登録や届出の状況について定期的に推進会議へ報告する。 
・ １１－２ 推進会議は、報告に基づいて、登録（１２条３項）・届出（１１条２項）

に関するチェックを行う。 
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・ １１－３ 推進会議は、登録・届出に関する基準、方法、書式等について実態に即し

た検討を行い、市長へ提案する。 
・ １１－４ 市長は、提案された内容を検討してその結果を説明する責任を負う。 
 

12．プロジェクト関係 

・ １２－１ 推進会議は、資金や拠点等集中的・専門的な検討が必要となる個別課題に

ついて、市長と協議のうえ検討プロジェクトの設置（メンバー、開催方法等）を起案す

ることができる。 
・ １２－２ 市長は、協議内容に基づき、起案されたプロジェクトの設置、運営につい

て協力する。 
・ １２－３ 推進会議は、プロジェクトの検討報告に基づき、個別課題について市長へ

提案することができる。 
・ １２－４ 市長は、提案された内容を検討してその結果を説明する責任を負う。 
 

13．協働事業について 

・ １３－１ 推進会議は、提案された協働事業に関する議論や実現に向けたプロセスの

設定等を公開の場で行うことにより、市民と職員の協働に関する相互理解を深める役割

を担う。 
・ １３－２ 推進会議は、協働事業の提案に関して次の公開による場を持つ。 
＊ 協働事業に関する市民と市職員双方からの提案の場 
＊ 提案に対する市の説明の場 
＊ 提案に関する市民と市職員の議論の場 
・ １３－３ 推進会議は、提案された協働事業について、市長に対して関連部署の職員

の参加と関連事業・予算の説明を要請することができる。 
・ １３－４ 市長は、13-3に定める要請があった場合は、その要請に応じなければなら
ない。要請に応じない場合は、その理由を説明する責任を負う。 
・ １３－５ 推進会議は、提案された協働事業について、市長と協議のうえ必要に応じ

てその実現に向けたプロセスの設定を行うことができる。 
・ １３－６ プロセスの設定は、案件により柔軟に行う。 
・ １３－７ 市長は、協議内容に基づき、推進会議が設定したプロセスの実施について

協力する。協力できない場合は、その理由を説明する責任を負う。 
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・ １３－８ 協働事業に関する詳細は、別に定める。 
 
 
 
 
 
 

※ プロセスの設定とは、協働事業に関する提案から実現までの道筋の明確化をいう。

（例） 提案 ⇒ 市の担当部署からの情報提供 ⇒ 団体間のネットワーク

⇒ 提案内容の公開の場での協議 ⇒ 市の担当部署との協議 ⇒ 予算や

議会との関係整理 ⇒ 協定締結 ⇒ 実施 ⇒ 報告 ⇒ 監視・評価 

 
第４ その他 
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